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本稿では，改正少年院法施行後の変化を知るため，新法に基づく少年院の概要等につい      
てまとめ，新法施行後の書籍等の閲覧に関する運用について，新たに発出された訓令等か 
ら明らかにした。また，旧法時代から行われていた読書に関する取組みや変化の兆しが見 
られる公立図書館との連携事例についてもまとめ，考察を加えた。 
      
 
 
 
はじめに 
 
2015 年 6 月に施行された改正少年院法（平成 26
年6月11日法律第58号）では，旧法にはなかった
「書籍等の閲覧」に関する条文が追加された。これ
により，少年院における「読書」に法的根拠が生ま
れ，これまで各施設で独自に行われることが多かっ
た取組みに一定の基準が示された。今後は，この基
準をもとに「読書」に関する取組みが活性化されて
いくと考えられる。 
そこで本稿では，改正少年院法（以下「新法」と
いう）施行後の変化を知るため，新法に基づく少年
院の概要等についてまとめたうえで，新法施行後の
書籍等の閲覧に関する運用について，新たに発出さ
れた訓令等から明らかにする。また，旧法時代から
行われていた読書に関する取組みとともに，変化の
兆しが現れ始めている公立図書館との連携事例につ
いてもまとめる。 
 
1. 改正少年院法について 
 
 今回の少年院法改正は，旧法が 1948 年に制定さ
れて以来，初めての抜本的改正である。旧法は全17
条（附則を除く）の短い法律だったが，新法は全147  
                        
2017年1月16日受理 
ひおき まさゆき 大阪府立中央図書館 
条（附則を除く）で構成されており，条文数は大幅
に増加している1)。また，旧法では少年院と少年鑑
別所の両方を規定していたが，少年鑑別所の部分に
ついては新たに全132条（附則を除く）の少年鑑別
所法として独立させている2)。 
法務省は改正の柱として「再非行防止に向けた取
組みの充実」「適切な処遇の実施」「社会に開かれた
施設運営の推進」の3点を挙げている。具体的には，
少年の権利や義務，職員の権限，矯正教育の内容等
について詳しく規定しているほか，在院者による不
服申立制度も整備している。また，施設運営の透明
性を高めるため，全ての施設に弁護士や教育関係者
等の外部有識者で構成する「視察委員会」を設け，
施設の運営について施設長に意見を述べることとし
ている3)。 
 
2. 少年院について 
 
 本章では，新法施行後の少年院の概要や種類，矯
正教育の内容について述べる。 
 
2.1 少年院の概要 
 少年院は法務省が所管する矯正施設の一つで，家
庭裁判所から保護処分として送致された少年に対し，
社会不適応の原因を除去し，健全な育成を図ること
を目的とした施設である4)。 
全国52か所（分院5か所を含む 2016年10月現
在）に設置されており5)，おおむね 12 歳から 26 歳
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までの少年を収容している。 
なお，少年鑑別所は，主として家庭裁判所から観
護措置の決定によって送致された少年に対し，専門
的な調査や診断を行う，少年院とは異なる機能を有
した施設である。 
 
2.2 少年院の種類 
 旧法では，少年の年齢や心身の状況等により，初
等，中等，特別，医療の4種類の少年院が設置され
ていた。新法施行後も4種類のままであるが，名称
は第1種から第4種に変更され，区分けも若干異な
るものとなっている（表1）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
少年をどの種類の少年院に送致するかは，基本的
に家庭裁判所の審判で決定される。 
 
2.3 矯正教育の内容 
少年院では，少年の年齢・心身等の状況や，施設
の立地条件等に応じた様々な教育活動が行われてい
る。具体的には，生活指導，職業指導，教科指導，
体育指導，特別活動指導等から成り立っている6)。
旧法では矯正教育の具体的な内容にまで踏み込んだ
条文はなかったが，新法では，「第五章 矯正教育」
の中で，各指導別に個別の条文を設けて規定し，指
導内容を明確化している。以下にその内容を示す。 
 
① 生活指導（第24条） 
善良な社会人として自立した生活を営むための基
本的な知識や生活態度を身に付けるための指導。
（基本的生活訓練，進路指導等） 
② 職業指導（第25条） 
勤労意欲を高め，職業上有用な知識や技能を身に
付けるための指導。（職業生活設計指導，職業能力
開発指導，資格取得講座等） 
③ 教科指導（第26・27条） 
義務教育や高等学校への進学等を希望する者に対
する指導。（基礎学力の向上，高校卒業程度認定試
験受験指導等） 
④ 体育指導（第28条） 
自立した社会生活を営むための健全な心身を育て
ることを目的とした指導。（各種スポーツ等による
基礎体力の向上等） 
⑤ 特別活動指導（第29条） 
情操を豊かにし，自主性，自立性，協調性を育て
るための指導。（社会貢献活動，野外活動，クラブ
活動等） 
 
このほか，円滑な社会復帰を図るため，様々な関
係機関と連携を図りつつ少年の帰住先や就労・修学
先を確保するなどの社会復帰支援も実施している。 
 
3. 少年院における書籍等の取り扱い 
 
本章では，主に新法施行後の読書に関する法令を
見ていくことで，少年院における書籍等7)の取り扱
いについてまとめる。 
 
3.1 少年院法で扱われる書籍等の種類 
少年院で扱われる書籍等は，備付書籍等と自弁の
書籍等の2 種類に大別できる。備付書籍等は官有の
書籍等で，少年院によって整備，管理されているも
のである。これに対し自弁の書籍等は，少年が入院
時に携行した書籍等や差し入れ，購入等により少年
が所有する私物のことである。なお，旧法時代には，
それぞれ「官本」「私本」と呼ばれていたが，新法の
施行により現在の名称となっている。 
自弁の書籍等については，所持金が少なく，差し
入れをしてくれる人がいない少年の場合はほとんど
入手できないため，「持つ者」と「持たざる者」の格
差が生じる可能性がある。少年院では，このような
格差に左右されることなく書籍等を閲覧する機会を
保障することが要請されている。そのため，まずは
備付書籍等を整備することが原則であり，自弁の書
籍等の閲覧は備付書籍等を補うものとされている。 
表1 少年院の種類 
第１種：心身に著しい障害がないおおむね 
12歳以上23歳未満の者 
（旧法時の初等・中等少年院に相当）
第２種：心身に著しい障害がない 
犯罪的傾向が進んだおおむね 
16歳以上23歳未満の者 
（旧法時の特別少年院に相当） 
第３種：心身に著しい障害があるおおむね 
12歳以上26歳未満の者 
（旧法時の医療少年院に相当） 
第４種：少年院において刑の執行を受ける者 
    （新たに設けられた施設の種別） 
 3.2 少年院法での読書に関する規定 
 新法では，「第十章 書籍等の閲覧」という章を設
け，第78条から第80条にかけて「読書」について
規定している。 
第 78 条では，書籍等の閲覧に関する基本事項を
定めており，少年院長に対して「在院者の健全な育
成を図るのにふさわしい書籍等の整備」「矯正教育等
への積極的な活用」「在院者が学習，娯楽等の目的で
自主的に閲覧する機会を与える」ことを求めている。 
第 79 条では，自弁の書籍等の基本事項を定めて
おり，少年が自弁の書籍等を閲覧したい旨の申出を
した場合，その閲覧によって少年院の規律や秩序を
害する結果や，矯正教育の適切な実施に支障を生じ
るおそれがないと認めるときは許すことができると
している。 
第 80 条では，新聞や報道番組等の方法により，
主要な時事の報道に接する機会を少年に与える旨の
努力義務が定められている。 
 
3.3 訓令等での規定 
 新法の施行を受けて，以下に示した書籍等の閲覧
に関する詳細について定めた訓令と，訓令の運用に
関する依命通達が法務省から発出されている8)。こ
れらの訓令等は旧法時代には無かったものである。 
 
・在院者の書籍等の閲覧に関する訓令（平成 27 年
法務省矯少訓第5号大臣訓令）9) 
・在院者の書籍等の閲覧に関する訓令の運用につい
て（平成27年5月27日付法務省矯少第137号矯
正局長依命通達）10) 
 
 これらの訓令等の条文を見ることで，新法施行後
の書籍等の閲覧に関する運用内容をある程度はつか
むことができる。以下ではポイントとなる部分を，
備付書籍等と自弁の書籍等に分けて抜粋のうえ要約
する。 
 
3.3.1 備付書籍等関連 
① 貸与日（「訓令の運用について」3の1） 
 1月につき4日を下回らない範囲内とする。 
② 貸与日数（「訓令」第5条第2項） 
 少年院の実情に応じて，おおむね１月を超えない
範囲内において，少年院の長が定める。 
③ 貸与冊数（「訓令」第5条第3項） 
 3個を下回らない範囲内で，少年院の長が定める。 
④ 貸与方法（「訓令の運用について」3の2） 
 以下の方法が例示されている。 
ア 在院者を図書室等に連行して開架式の書架から
選択させる方法 
イ 教育棟又は居室棟に一定の個数の備付書籍等を
備え付けて休憩時間等に選択させる方法 
ウ 教育棟又は居室棟に備付書籍等の目録を備え付
けて選択させる方法 
エ 備付書籍等1個ごとにカードを作成し，一定の
枚数のカードを教育棟又は居室棟に送付して選
択させる方法 
 
このように，訓令等において最低限の基準が定め
られたことで，備付書籍等の運用については，全国
の施設で一定のレベルが維持できると考えられる。
具体的な運用内容の決定権は少年院長に委ねられて
いるため，書籍等の閲覧に関する取組みを積極的に
進めたい場合には，この訓令等で定められた基準以
上の日数や冊数を設定することも可能である。 
 
3.3.2 自弁の書籍等関連 
① 閲覧許可（「訓令」第7条） 
少年院の長は，当該書籍等が在院者の健全な育成
に資すると認めるときその他相当と認めるときは，
その閲覧を許す。 
② 内容の検査（「訓令」第8条） 
少年院の長は，自弁の書籍等の閲覧を許すか否か
を判断するに当たって，その指名する少年院の職
員にその内容を検査させる。この検査は，在院者
の年齢，性向，性格，生活態度，精神状況，処遇
の段階，当該少年院で実施している矯正教育の内
容，当該少年院の管理運営の状況等の具体的事情
を考慮した上，以下の事項に留意して行う。 
ア 暴動，騒じょう，自殺その他保安事故の内容を
具体的に記載したもの，不正な外部交通や逃走の
手法を詳細に記載したもの等で，暴動や反抗，逃
走を煽ることとなる等により，少年院の規律及び
秩序が乱れるおそれがあるか否か。 
イ 反社会的集団や地域不良集団を肯定するもの，
犯罪又は非行を助長するもの，いたずらに性欲を
刺激するもの等のほか，当該在院者の個人別矯正
教育計画に照らし，矯正教育の効果を減少させ，
当該在院者の改善更生及び円滑な社会復帰の妨
げとなるおそれがあるか否か。 
③ 抹消又は削除（「訓令」第9条） 
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自弁の書籍等に閲覧不許可部分がある場合，相当
であると認め，かつ，在院者が同意するときは，
当該閲覧不許可部分を抹消又は削除して閲覧を許
すことができる。 
④ 購入（「訓令」第10条） 
1 月につき 1 日を下回らない範囲内において購入
の申請を受け付ける日を定める。この場合，1 回
に購入できる書籍等の個数について，少年院の実
情に応じ，管理運営上必要な上限を設けるときは，
あらかじめ在院者に告知する。 
 
旧法時代の自弁の書籍等の入手方法は差し入れが
中心で，購入はほとんど行われていなかった。上述
のとおり，新法の施行後には購入についても制度化
されたため，各施設ではその運用について試行錯誤
をしているところである11)。 
 
3.3.3 図書館から貸出を受けている書籍等関連 
① 管理（「訓令の運用について」4の1） 
 紛失や汚損等によるトラブルが生ずることのない
よう適切に管理し，在院者にも取扱いに十分留意
させる。 
② 取決め（「訓令の運用について」4の2） 
貸出しの期間等必要な事項について先方との間で
取決めを行う。 
 
図書館関連の項目は，刑務所等の刑事施設を対象
とした書籍等の取り扱いに関する訓令等では見られ
ないため，少年施設独自の項目である。図書館から
の貸出を想定したこの項目が設けられたことにより，
少年院と図書館との連携がよりスムーズになるので
はないかと考えられる。 
 
4. 少年院における読書活動 
 
本章では，少年院での読書に関連した活動につい
て，旧法時代から行われていたものを中心に，一般
的な取組みと独自の取組みとに分けて紹介する。 
 
4.1 少年院における読書の種類 
「読書」に関する取組みは，余暇時間等に行う「読
書」と，矯正教育の一環として行われる処遇技法と
しての「読書指導」に大別できる。 
余暇時間等に行う読書は，娯楽の種類が限られて
いる少年院では重要な娯楽のひとつとなっている。 
読書指導の内容はある程度定型化されているが，
一部の施設では独自の取組みも見られる。以下では，
読書指導の具体的な内容について見ていく。 
 
4.2 一般的な取組み 
読書指導は処遇技法の一種として旧法時代から長
年研究されており，これまでに様々な方法が実践さ
れている12)。各施設での実践形態は様々だが，主要
な方法としては以下のものが挙げられる。 
 
① 課題図書 
少年の問題性や必要性等を考慮して個別担任等が
課題図書を準備し，読書記録や読書感想文などを書
かせた上で，面接等を行うのが一般的な流れである
13)。 
② 読書会 
対象者が読んだ書籍を紹介するものや，順番に朗
読するもの，感想を発表し話し合うもの等の形式が
ある。対象者を問題性等でグループに分け，少人数
で行うのが一般的である。施設によっては外部講師
を招いて実施しているところもある14)。 
③ 読書集会 
参加する少年の数は読書会よりも多く，全員が課
題図書を読んでいることが前提となる。少年に司会
をさせて討議を行い，指導教官は必要に応じて助言
し，最後にまとめを行うのが一般的である。読書会
と同様，外部の援助者を招いて実施している施設も
ある15)。 
④ 読書感想文発表会 
対象となる少年すべてに課題図書等の感想文
（1,500 字程度）を作成させ，各寮で数名の代表者
を選抜した上で，全院生の前で発表させるのが一般
的な流れである。発表の講評は外部の援助者に依頼
することが多い16)。 
 
4. 3 独自の取組み 
一部の施設では，上述した一般的な取組みのほか
に，以下のような独自の取組みを実施している。 
 
① 童話・絵本を素材とした読書指導（貴船原少女苑） 
読書が苦手な少年や語彙の乏しい少年等，通常の
読書指導に乗りにくい少年にも取組めるように，絵
本等を読書指導の素材にしている17)。 
② 賢治祭（盛岡少年院） 
郷土の偉人である宮澤賢治を題材とした壁新聞や
 ポスター等を事前に作成し，祭の当日には，読書感
想文の発表や合唱，創作劇の上演等，多彩なプログ
ラムが実施されている18)。 
③ 朝の読書（奈良少年院） 
衆情の安定等を目的として，毎朝8時30分から8
時50分までの20分間を「読書の時間」として，日
課に組み込んでいる19)。 
④ 紹介ポスターの作成（榛名女子学園） 
他の少年に薦めたいと思う書籍の紹介のポスター
を作成させ，各寮の読書指導の時間に紹介させてい
る。作成したポスターは発表終了後，寮内にすべて
掲示している20)。 
⑤ 民間協力者と連携した読書集会（福岡少年院） 
地域の読書愛好家等で構成されている民間ボラン
ティアが，オブザーバーとして読書集会に参加して
いる21)。 
⑥ 読書感想絵（岡山少年院） 
通常の読書感想文と並行して，書籍を読んで印象
に残った場面に関して，3枚の絵を描かせている22)。 
 
5. 図書館と少年院との連携 
 
具体的な連携の事例として，過去に活発な連携を
していた大阪府立図書館の事例や現在最も幅広く連
携している広島県立図書館の事例のほか，新法施行
後に新たに開始された取組みについても紹介する。 
 
5.1 大阪府立図書館の取組み 
 大阪府立図書館では 1958 年から浪速少年院との
連携を開始している23) 。その内容は書籍の貸出はも
ちろん，少年院の少年を招いた図書館見学の実施や，
少年院の読書関係行事に司書が参加する等，多様な
ものだった。書籍の貸出については，浪速少年院か
ら概ね2ヶ月に1回の頻度で，職員と施設内で選抜
された少年（出院間近の優良生）が借り出しに訪れ
ていた。図書館見学はこの借り出しに付随して行わ
れており，司書が来館した少年を案内していた。見
学をした少年は，施設に戻ると他の少年たちに見学
についての報告発表をしていたとのことである。ま
た，図書館から司書が派遣され，少年院の読書会に
定期的に参加していたほか，読書感想文発表会にも
講師として参加していた。 
 このような連携が行われた背景には，「人」による
部分が大きかったようである。具体的には，少年院
側に熱心な職員がおり，院内での矯正教育に読書に
関する取組みを積極的に取り入れていたことが影響
していたと考えられる。浪速少年院と府立図書館と
の連携は，途中に少しの中断を挟んで 1989 年まで
続けられた。連携が途絶えた直接的な要因は，浪速
少年院の建替えなどだが，建替えが終わっても連携
が復活しなかったのは，施設から熱心な「人」がい
なくなってしまった点が大きいと考えられる。 
 なお，浪速少年院と府立図書館との連携は，2015
年2月にようやく再開され，府立図書館から中高生
向けの書籍を集めたセット資料の貸出を行っている。
府立図書館の司書職員が浪速少年院を訪問し，貸出
等に関する PR を行った成果である。また，2015
年9月には交野女学院への貸出も開始しており，連
携のすそ野が広がりつつある。 
 
5.2 広島県立図書館の取組み 
 広島県立図書館では，2010年から矯正施設等に対
して積極的な支援を行っている。具体的には，広島
県内にある女子少年院である貴船原少女苑や広島少
年鑑別所等と連携しており，書籍の貸出のほか，広
島少年鑑別所の職員に対しては，読み聞かせの方法
に関するレクチャーも実施している24)。また，貴船
原少女苑ではブックトーク25)  や読書会26)のほか，
司書による保護者向けの講演会等27)も実施しており，
多様な取組みを展開している。 
 広島県立図書館では，児童・青少年サービスの見
直しを行なうなかで，「子どもがいるところには等し
く読書の機会を保障していく必要がある」との認識
に基づき，少年院等に対して積極的に働きかけを行
ったようである。具体的には，同館でも職員が各施
設を訪問し，提供可能なサービスについて説明した
とのことである。 
 
5.3 新法施行後の取組み 
 仙台市図書館では，2016 年 6 月から仙台市内に
ある東北少年院への「団体貸出サービス」を試行的
に開始している28)。具体的には，1 回当たり 1 か月
の貸出期間で，日本十進分類法に基づいた分類から
30冊を選定し，少年院内の1つの集団寮に貸出して
いる。また，仙台市図書館からは書籍の寄贈に関す
る提案もなされているとのことで，連携内容が多様
化しつつある。 
 そのほか，5.1 で述べた大阪府立図書館から交野
女学院への貸出が開始された時期（2015 年 9 月）
も，新法施行後のことである。 
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 これまで見てきたように，少年院では新法施行以
前から読書に関する取組みはなされていたが，新法
の影響により，さらなる充実が図られつつある。 
 まず，新法の施行にあわせて書籍等の閲覧に関す
る訓令等が新たに発出され，基準が明示された点は
大きな前進である。刑事施設では以前から根拠法で
も書籍等の閲覧について規定しており，関係する訓
令等も発出されていたのに対し，少年施設について
は法的根拠も訓令等も存在していなかった。このた
め，各施設が模索しながら書籍等を取り扱っていた
実情があり，その運用内容については施設ごとの格
差も大きかった。しかし，今回の法改正で基準が示
されたことで，この基準以下のレベルでの運用は許
されなくなったため，今後は一定の質が確保できる
と考えられる。 
また，新法で制度化された「視察委員会」で書籍
等の閲覧に関する意見が複数出されている点も，注
目すべき事柄である29)。施設側は，出された意見に
対して，対応策や対応ができない場合の理由等につ
いて返答する必要がある。このため，指摘を受けた
部分は改善が可能か必ず検討されることになるので
ある。実際に，5.3 で紹介した東北少年院と仙台市
図書館との連携事例は，その開始時期から推察する
と，2016 年 3 月に出された「書籍の充実のため，
公共図書館から貸し出しを受けるなどの対応を求め
る。」との意見を受けて実施されたものであると考え
られる。今後も，視察委員会の活動は継続されてい
くため，新たな意見が出されれば，さらに改善が進
む可能性があるだろう。 
最後に，図書館との連携では，新法の柱の一つが
「社会に開かれた施設運営の推進」となっているこ
とから，必然的に外部組織との連携も重視すること
となり，図書館との連携も進展しやすい状況になっ
ていると考えられる。 
このように，少年院における「読書」を巡る状況
は過渡期を迎えている。今後もどのように変化して
いくのか，引き続き注視していく必要があるだろう。 
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